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第１ 委員会への付託調査事件 

本委員会は令和元年１２月１９日に設置され、次の付託された５項目を調査事件 

として定め、委員会を開催してまいりました。 

１ 常任委員会の動画配信について 

 ２ 議員定数及び報酬と政務活動費について 

 ３ 鹿沼市議会先例及び申し合わせ事項の見直しと整理について 

４ 代表質問について 

 ５ その他議会改革に関する事項 

 

第２ 委員会等開催の経過 

 令和元年１２月１９日以後１４回にわたり委員会を開催し、付託された５件の調査事

件について議論を重ね検討してまいりました。 

また、各調査事件について当面の課題や緊急を要するものを中心に必要な情報を収集 

し、議論を深め、その調査結果を提言として報告することにいたしました。 

 

委員会開催状況 

会議名等 期  日 内        容 

第１回委員会 
令和元年 

１２月１９日（木） 
・委員長、副委員長の互選について 

第２回委員会 
令和２年 

１月２９日（水） 

・付託事項について 

・各付託事項の進め方について 

第３回委員会  ２月１９日（水） 

・発言通告及び議員全員協議会について 

・議員定数及び報酬と政務活動費について 

・代表質問について 

・その他議会改革に関する事項について 

・結論を出す時期について 

第４回委員会 ７月２２日（水） 

・議運委員の幹事資格喪失時の委員辞任及び 

幹事割振りの計算方法について 

・議員定数及び報酬と政務活動費について 

・議員定数の基準を設けることについて 

・政務活動費マニュアルの見直しについて 

・代表質問について 

・発言通告書提出後の執行部との打合わせに 

ついて 

・先例及び申し合わせ事項の見直しについて 

・常任委員会の任期等について 

・議題の整理と議論の優先順位について 



- 2 - 

 

第５回委員会   ８月１１日（火） 

・議員定数について 

・発言通告書提出後の執行部との打合わせに 

ついて 

・常任委員会の任期を２年にすることについて 

・議会運営委員が幹事資格を喪失したときは、 

委員を辞任し、辞任届を提出することについて 

・幹事の割振りの計算方法について 

・代表質問のメリット・デメリットについて 

・今後の進め方について 

中間報告１ ８月１９日（水） 

その他議会改革に関する事項  

・発言通告書提出後の執行部との打合わせの試行 

について 

第６回委員会 ９月１６日（火） 

・常任委員会の任期を２年にすることについて 

・代表質問について 

・幹事の割振りの計算方法について 

・議会運営委員が各会派幹事会の幹事の資格を 

喪失したときは、議会運営委員の辞任届を議長 

に提出し、議長の許可を受けることについて 

・発言通告書提出後の執行部との打合わせの 

アンケート集計結果について 

・今後の進め方について 

第７回委員会 １１月１２日（水） 

・発言通告書提出後の執行部との打合わせに 

ついて 

・常任委員会の開催時間について 

・代表質問について 

・今後の進め方について 

中間報告２ １１月１８日（水） 

その他議会改革に関する事項  

・議会運営委員が各会派幹事会の幹事の資格を 

喪失したときは、議会運営委員の辞任届を議長 

に提出し、議長の許可を受けることについて 

・幹事の割振り方法について 

・発言通告書提出後の執行部との打合わせに 

ついて 

・常任委員会の開催時間について 

第８回委員会 
令和３年 

３月２５日（木） 

・委員会スケジュール案について 

・常任委員会の見直しについて 

・先例及び申し合わせ事項の見直しと整理に 

ついて 

・全協の活性化について 

・本会議の動画配信と市行政推進調査特別委員会 

について 

・正副議長報酬と議員報酬について 
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第９回委員会 ４月２７日（火） 

・常任委員会の見直しについて 

・先例及び申し合わせ事項の見直しと整理に 

ついて 

・全協の活性化について 

・本会議の動画配信と市行政推進調査特別委員会 

について 

・政務活動費マニュアルの見直しについて 

中間報告３  ５月１４日（金） 
その他議会改革に関する事項  

・予算委員会の進め方について 

第１０回委員会 ５月２５日（火） 

・常任委員会の見直しについて 

・先例及び申し合わせ事項の見直しと整理に 

ついて 

・全協の活性化について 

・政務活動費マニュアルの見直しについて 

第１１回委員会 ６月 ４日（金） 

・常任委員会の見直しについて 

・先例及び申し合わせ事項の見直しと整理に 

ついて 

・全協の活性化について 

・政務活動費マニュアルの見直しについて 

中間報告４  ６月 ９日（水） 

その他議会改革に関する事項  

・常任委員会の３委員会化について 

・常任委員会の所管の見直しについて 

第１２回委員会 ７月１６日（金） 

・委員会の議論状況について 

・先例及び申し合わせ事項の見直しと整理に 

ついて 

・政務活動費マニュアルの見直しについて 

・常任委員会の動画配信について 

・質問者の制限について 

・図書室の整備について 

・議会基本条例に即した見直しについて 

第１３回委員会 ８月１８日（水） 

・先例及び申し合わせ事項について（最終確認） 

・政務活動費マニュアルの見直しについて 

・調査報告書（案）について 

中間報告５  ８月２５日（水） 
・先例及び申し合わせ事項の見直しと整理に 

ついて 

第１４回委員会 ９月２７日（月） ・調査報告書（案）について 
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第３ 常任委員会の動画配信について 

１ 検討内容 

   現在、議会関係の動画配信は本会議のみであり、常任委員会の動画配信はありま

せん。市民が常任委員会の動画を見られるようになれば、常任委員会でどのような

議論がなされ、議論の結果を本会議で委員長が報告し、採決されるという一連の経

過を見ることができ、議論の「見える化」が推進されます。新庁舎建設のタイミン

グであることから、常任委員会室にカメラを設置し常任委員会の動画を配信するこ

とについて検討しました。 

 

２ 検討結果 

開かれた議会を推進するため、全会一致で常任委員会室にカメラを設置すること

を執行部に要望し、常任委員会室にカメラが設置される等の条件が整った段階での

動画配信を行うこととしました。 

 

第４ 議員定数及び報酬と政務活動費について 

１ 検討内容 

議員定数は２４人ですが、現在の議員数は２３人です。人口減少時代にあって、

議員定数は何人が適正であるのか、また、現在の議員報酬と政務活動費の額が適正

であるのか検討しました。 

 

２ 検討結果 

議員定数については、協議の過程において、「人口５，０００人に対し、議員１人

として、２０人」とする意見、「現実に妥協できる人数として２２人」とする意見、

「定数減は議会の弱体化を招く、地方分権の時代、住民自治の充実は重要で、議員

の役割と権限が大きくなっているので現状維持」とする意見、「当面は現状維持と

し市の人口が９万人を割った時に改めて検討するべき」とする意見、「少なくすれ

ばよいということではない。ルール付けが必要である。」とする意見、「これ以上減

らすと弊害の方が目立つ。むしろ議会の機能を強化するような議会改革を進めるべ

き」とする意見、「削減するべきではない。」とする意見、「議員が緊張感を持つため

定数を減らすべき」とする意見、「議員定数を減らすと議会のチェック機能が低下

する」とする意見、「議員定数を減らすより人口をこれ以上減らさないようにする

べきである。」とする意見、「まずは現状維持として、若者や女性が議員になりやす

い環境を整えるべきである。」とする意見等が出ました。委員の意見の中では、議

員定数は２４人とするという意見が多数であったことから、議員定数は２４人とし

ました。 

議員報酬と政務活動費については、「子育て世代、若い世代の議員を促すために

議員報酬を増額してほしい。」とする意見、「政務活動費を廃止して、議員報酬と合

わせて検討する。」とする意見、「現状維持」とする意見、「政務活動費は必要であ
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る。」とする意見、「報酬は議員定数に関係なく、議員の仕事に見合う額なのかを考

えて議論するべき」とする意見、「コロナ禍が収束してから議論するべき」とする

意見等が出ましたが、さらに議論を深めていく必要があることから、現時点では、

現状維持としました。 

 

第５ 鹿沼市議会先例及び申し合わせ事項の見直しと整理について 

１ 検討内容 

 先例及び申し合わせ事項については、過去の申し合わせ等で実態に合っていない

もの、内容が重複しているもの、改正が必要なものがあることから、見直しと整理

を行い、追加するもの、廃止するものについても検討しました。 

 

 ２ 検討結果 

 先例及び申し合わせ事項については、委員会内に検討班を設け分担して見直しと

整理を行い、その結果を委員会で議論し、全議員の意見を聞いてまとめました。こ

れまでは、先例と申し合わせが混在し、わかりにくくなっていましたので、先例と

申し合わせを分け、わかりやすく表記しました。 

また、これまで文書化されていない慣例についても、把握できるものについては

文書化し、全議員に配布することとしました。 

鹿沼市議会先例及び申し合わせ事項の見直しと整理については、令和３年８月２

５日に議長へ中間報告を行いました。 

 

第６ 代表質問について 

１ 検討内容 

   代表質問では、市政について大局的な見地から質問を行い、会派の意見や提言を

執行部に伝え、それに対する執行部の考えを聞くことができます。また市民は会派

の意見を聞くことができるため、多くの議会で導入されています。鹿沼市議会にお

いて代表質問を導入することについて、県内各市や関東地方の人口及び産業構造が

類似している市の事例を参考にしながら、検討しました。 

 

 ２ 検討結果 

先進地の調査結果を踏まえ、代表質問を行う意義、メリット及びデメリット、一

般質問との兼ね合いや実施する定例会など鹿沼市議会に適した実施方法等について

議論を重ねた結果、実施する効果が十分見出せなかったことから、導入しないこと

としました。 

 

第７ その他議会改革に関する事項 

   その他議会改革に関する事項として、「発言通告書提出後の執行部との打合わせ

について」、「全協の活性化について」、「常任委員会の３委員会化について、及び常
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任委員会の所管の見直しについて」、「常任委員会の任期を２年にすることについ

て」、「常任委員会を午前と午後に分けて開催することについて」、「政務活動費マニ

ュアルの見直しについて」、「予算要望について」、「議会運営委員が各会派幹事会の

幹事の資格を喪失したときは、議会運営委員の辞任届を議長に提出し、議長の許可

を受けることについて」、「幹事の割振りの計算方法について」、「ICT化（タブレッ

トの導入）について」、「正副議長の報酬の増額、委員長の報酬の増額について」、

「本会議の動画配信と市行政推進調査特別委員会の視察について」、「図書室の整備

について」の１３事項について、検討しました。 

   また、「質問者の制限」、「議会基本条例に即した見直し」について意見が出され

ました。 

 

１ 発言通告書提出後の執行部との打合わせについて 

（１） 検討内容及び検討結果 

発言通告書提出後の執行部との打合わせについては、議員が質の高い議案質疑、

市政一般質問を行い、執行部から質の高い答弁を得られることが期待できるか検証

するため、令和２年９月定例会で試行しました。その結果を踏まえ、さらに議論を

重ねた結果、実施したいとする意見が多数であったことから、下表のとおり令和２

年１２月定例会から正式に施行することとし、令和２年１１月１８日に議長へ中間

報告を行いました。 

その後、「発言通告書提出後の執行部との打合わせ」については、幹事会の決定 

により、名称が「質疑・質問内容と論点の整理」に変更になりました。 

  

日   程 ・発言通告締め切りの翌日 

時間及び順番 ・議員１人あたり１時間以内とし、原則発言通告書提出順に行う。 

参 加 者 ・議員、執行部（答弁担当課）とし、議会事務局職員も立ち会う。 

協議事項 

・発言通告書に記載した質疑、質問の趣旨確認を行う。 

・発言通告書に記載した内容に修正等がある場合はその修正等を行う。 

・打合わせの結果、必要と思われる資料は、市民に公開しているもの、

又は市民に公開できるものに限り、後日資料提供を行う。 

その他 ・提出された発言通告書は、全議員のタブレットに送付する。 
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２ 全協の活性化について 

（１） 検討内容及び検討結果 

  議員全員協議会は、議案の審査又は議会の運営に関し協議又は調整を行うための

場として設けられていますが、実際には執行部から申し入れを受け開催しているの

が実情です。議員全員協議会を活性化させるためには、どのような方法があるのか

検討しました。 

議員全員協議会を活性化させる方法として、議員全員協議会の定期開催、及び 

ケーブルテレビの放送について検討しました。 

議員全員協議会の定期開催については、市長の定例記者会見に合わせて開催する

ことや、議員の要請を受け議長が開催することなどが議論されましたが、現状でも

議長は必要と認めたときは議員全員協議会を開催することができるので、あえて定

期開催にする必要はないとの意見が多数であったことから、議員全員協議会の定期

開催は実施しないこととしました。 

  ケーブルテレビの放送については、全会一致で進めていくべきという意見であっ

たことから、環境が整えば実施することとしました。 

  また、議論の過程で、「議員全員協議会の資料は早めにほしい」という意見が出

たことについては、議長から執行部へ申し入れを行うこととなりました。 

 

３ 常任委員会の３委員会化、及び所管の見直しについて 

（１） 検討内容及び検討結果 

   常任委員会の３委員会化についての議論の中で、「委員が欠席した場合は少ない

人数で審査等を行うことになり、それで議論が深まるのか」という意見が出たこと

から、議員が重複して常任委員会の委員になることや常任委員会にオブザーバーの

出席を認めることについても議論しました。 

   常任委員会の３委員会化については、委員から賛成とする意見、反対とする意見

が出され、議論を尽くした結果、多数決により、３委員会とすることとしました。 

次に、議員が重複して常任委員会の委員になることについては、これまでどおり

とする意見が多数であったことから、定数に満たない委員会において、定数を満た

すために議員が重複して常任委員会に所属する場合を除き、認めないこととしまし

た。 

次に、常任委員会へのオブザーバーの出席については、これまでどおりとする意

見が多数であったことから、認めないこととしました。 

また、このようなことから、委員会の定数を８人としました。 

次に、常任委員会の所管の見直しについては、常任委員会を３委員会とすること

に決まりましたので、これまでの４委員会の所管を３委員会の所管に見直すことと

し、併せて各常任委員会が所管する部局の平準化を図りました。委員会の名称は、

総務常任委員会、教育福祉常任委員会、産業建設常任委員会としました。 

各委員会の所管は、総務常任委員会は、総合政策部、行政経営部、市民部、会計
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課、選挙管理委員会、監査委員、公平委員会及び消防本部の所管に属する事項並び

に他の常任委員会の所管に属さない事項、教育福祉常任委員会は、保健福祉部、こ

ども未来部、福祉事務所及び教育委員会の所管に属する事項、産業建設常任委員会

は、経済部、環境部、都市建設部、上下水道部及び農業委員会の所管に属する事項

としました。 

常任委員会の所管の見直しについては、実施後に不具合があった場合は見直しを

するべきであるとの意見も出されました。 

次に、現在は４つの常任委員会を２日間に渡り午前中と午後でそれぞれ開催し、

各委員会の開催時間が重複しないようにしていますが、３委員会の場合、付託され

る議案等の数が増えるため、１日１委員会の開催とし、審査は原則として、１日目

が総務常任委員会、２日目が教育福祉常任委員会、３日目が産業建設常任委員会と

しました。 

常任委員会の３委員会化について、及び常任委員会の所管の見直しについては、

令和３年６月９日に議長へ中間報告を行いました。 

 

４ 常任委員会の任期を２年にすることについて 

（１） 検討内容及び検討結果 

  常任委員会の任期を２年にすることについては、常任委員会の３委員会化につい

て、及び常任委員会の所管の見直しについてとともに、検討してきました。 

   県内各市の事例を参考に、任期を２年することのメリット・デメリットについて

委員から意見が出され、予算や決算審査や議会のスケジュールに与える影響につい

ても含め議論を尽くしましたが、常任委員会の任期を１年とする意見と２年とする

意見が拮抗し、採決においても可否同数であったため、常任委員会の任期について

は、現状維持として１年としました。 

 

５ 常任委員会を午前と午後に分けて開催することについて 

（１） 検討内容及び検討結果 

現在は、常任委員会第１日目の午前１０時から「総務常任委員会と環境経済常任

委員会」、常任委員会第２日目の午前１０時から「文教民生常任委員会と建設水道

常任委員会」を同時開催しています。このため、市民及び議員は同時開催している

常任委員会はどちらかしか傍聴することができません。 

開かれた議会の推進及び、議員の資質向上並びに、議員が所属していない常任委

員会に付託された議案等の審査状況を確認できるよう、常任委員会の同時開催をや

め、午前と午後に振り分けて開催することについて議論した結果、賛成する委員が

多数であったことから、同日に開催する常任委員会を午前と午後に振り分けて開催

することとし、令和２年１１月１８日に議長へ中間報告を行いました。 

なお、令和３年６月４日開催の第１１回委員会において、常任委員会の３委員会

化後は１日１委員会の開催とすることを決定し、６月９日に議長へ中間報告しまし



- 9 - 

 

たので、常任委員会午前と午後に分けて開催することについては、令和３年９月定

例会までの取扱いとなります。 

 

６ 政務活動費マニュアルの見直しについて 

（１） 検討内容及び検討結果 

政務活動費マニュアルの見直しでは、「政務活動費の個人への支給」及び「新聞

購読数の見直し」について検討しました。 

政務活動費の個人への支給については、現在のマニュアルでは、政務活動費は会

派に支給しており、議員個人のホームページ管理料や通信費等に使用することがで

きません。新聞は議員個人の自宅で取ることは認められ、議員個人のホームページ

の管理料や通信費等は認められないのは時代にそぐわないのではないかとのこと

から議論しました結果、これまでどおり会派に支給するという意見が多数であった

ことから、現状維持としました。 

次に、新聞購読数の見直しについては、現在のマニュアルでは、新聞は議員個人

の自宅で２紙まで取ることが認められていますが、２紙までとする理由や２紙に縛

らず政務活動費の範囲内で自由に認めるべきではないかとのことから議論しまし

た結果、これまでどおりとする意見が多数であったことから、現状維持とし、一部

売りの新聞は、書籍と同様に取扱うこととしました。 

この結果、政務活動費マニュアルはこれまでどおり運用することとしました。 

 

７ 予算要望の進め方について 

（１） 検討内容及び検討結果 

予算要望の進め方については、議会改革特別委員会で議題となっている常任委員

会の見直しとも関係することから、これらの議題とともに議論する事になりました。 

  委員からは、議員全員の予算委員会ではなく常任委員会の正副委員長が委員とな

るべきとの意見や、常任委員会の改選後は前の常任委員会のメンバーで構成する小

委員会を作ってそこで予算要望の回答を受けるという意見、会派で要望を出しても

よいという意見、予算要望をするまでは常任委員会が担い予算要望を行った後は議

員全員が委員となる予算委員会が担えばよいという意見、常設として４年間恒常的

に活動できる議員全員が委員となる予算委員会を作ればよいという意見等が出さ

れ、議論を重ねた結果、前回と同じ進め方とするという意見が多数となりました。 

ただし、議会からの予算要望をより実効性のあるものとするため、予算要望は毎

年行うこと、予算委員会を常設の委員会とすること、予算委員会の委員長は、執行

部に予算要望書を提出する際、委員の熱い思いを汲んで、しっかり執行部に伝える

こと、予算要望の回答を受ける新しい委員は、前の常任委員会の引継ぎ内容をより

意識して聞くこととし、令和３年５月１４日に議長へ中間報告を行いました。 
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８ 議会運営委員が各会派幹事会の幹事の資格を喪失したときは、議会運営委員の辞

任届を議長に提出し、議長の許可を受けることについて 

（１） 検討内容及び検討結果 

  会派の変更などにより、議会運営委員会と幹事会のメンバーが異なる場合があり、

その結果、幹事会での流れや決定事項が分からないまま議会運営委員会に議員が出

席することがあります。 

幹事会は、議長が招集し議会運営がスムーズにいくように幹事に意見を聞く場で

あり、議会運営委員会では、幹事会での方向性を踏まえ委員会運営を行いますので、

幹事会と議会運営委員会のメンバーが同じであれば、協議がスムーズに進みます。 

  議会運営委員が各会派幹事会の幹事の資格を喪失したときの対応について、検討

しました結果、先例及び申し合わせ事項の（議会運営委員会）を改正し、運用する

こととし、令和２年１１月１８日に議長へ中間報告を行いました。 

 

９ 幹事の割振りの計算方法について 

（１） 検討内容及び検討結果 

  会派の変更があった場合、幹事会において変更後の各会派の所属議員数に応じ、

按分して幹事の人数の割振りを行い、幹事の人数を決定しますが、按分の整数以下

の端数の取扱いについては、幹事会で幹事からいろいろな意見が出されたことから、

疑義が生じないよう、幹事の割振りの計算方法について検討しました。 

従来の割振りの方法とドント方式による割振り方法を比較検討しました結果、幹

事の割振りはドント方式で行い、最後の割振りにおいて、割振るべき幹事数に対し、

対象となる会派が多い場合は、抽選（くじ）で決定することとし、令和２年１１月

１８日に議長へ中間報告を行いました。 

 

10  ICT 化（タブレットの導入）について 

（１） 検討内容及び検討結果 

ICT化（タブレットの導入）については、前回の議会改革特別委員会で導入につい

て報告をしましたが、導入が進んでいないところから、改めて導入に向けて議論する

ことになりました。 

その後、災害発生時の議員間及び事務局との連絡手段としてタブレット端末の導入

が決定しましたので、更なるタブレット端末の利活用について議論することになりま

したが、「議会システム」導入等のタブレット端末の利活用については、タブレット

端末利活用検討委員会の中で議論することになりました。 

 

11  正副議長報酬の増額、委員長の報酬の増額について 

（１） 検討内容及び検討結果 

正副議長報酬の増額、委員長の報酬の増額については、「第４ 議員定数及び報

酬と政務活動費について」の結論と同様に現状維持としました。 
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12  本会議の動画配信と市行政推進調査特別委員会の視察について 

（１） 検討内容及び検討結果 

  議会運営費の委託料の本会議動画配信の予算措置については、執行部から視察経

費削減と合わせて議論していただきたいとの提案がありましたので検討しました

結果、行政推進調査特別委員会の視察を含めた予算の使途は、委員会の中で議論す

るべきであること、本会議の動画配信と市行政推進調査特別委員会の視察は別案件

であること、行政推進調査特別委員会の予算を減額して本会議の動画配信に予算を

配分することではないことから、引き続き動画配信の予算要望を行うこととしまし

た。 

 

13  図書室の整備について 

（１） 検討内容及び検討結果 

  図書室の整備については、新議会棟に図書室が整備される予定ですので、新しい

図書室の整備状況を見て、幹事会の中で検討することとしました。 

 

議員各位におかれましては、本調査報告書の趣旨をご理解いただき、円滑な議会

運営にご協力いただきますようお願い申し上げます。 

また、執行部におかれましても、本調査報告書の趣旨をご理解いただき、ご協力

くださいますようお願い申し上げ、議会改革特別委員会の調査報告書といたします。 

 


